
長岡市

居宅介護支援事業所・介護予防支援事業所向け

動画研修



はじめに

• この動画は、長岡市が指定する介護事業所を対象として作成し
たものです。

• 市に提出する各届出の注意点や、事業所から寄せられた質問事
例などをまとめています。事業所内で内容を周知いただくとと
もに、関係する職員の皆様にご視聴いただきますようお願いい
たします。

• 視聴後は、受講報告と研修アンケートにご回答をお願いします。
回答ページのURLは、動画の最後にお知らせします。
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１．各届出の申請について



１．各届出の申請について
⚫届出種別の選択

• 電子申請システムの【申請届出メニュー】から、変更届であれば「変更
届出」、体制届であれば「加算に関する届出」を選択してください。



１．各届出の申請について
⚫届出先の選択
メニューを選択すると以下の画面に遷移しますので、居宅介護支援事業所や
介護予防支援事業所であってもサービス分類は「地域密着型」を選択し、新
潟県および長岡市を選択してください。



１．各届出の申請について
⚫ 変更前/後事項の記載がない

• 付表入力画面「変更前の内容（添付ファイル等）」/「変更後の内容（添付ファイル
等）」欄に変更前/後事項を入力してください。

（中略）

管理者変更であれば、変
更前事項を入力する欄に、
変更前の管理者名を記載

【例】
管理者 長岡 華子

【変更前】



【変更後】

（中略）

１．各届出の申請について
⚫ 変更前/後事項の記載がない

• 付表入力画面「変更前の内容（添付ファイル等）」/「変更後の内容（添付ファイル
等）」欄に変更前/後事項を入力してください。

管理者変更であれば、変
更後事項を入力する欄に、
変更後の管理者名を記載

【例】
管理者 悠久 太郎



別紙様式第二号（四）

申請者

次のとおり指定を受けた内容を変更しましたので届け出ます。

事業所（施設）の名称 （変更前）

事業所（施設）の所在地

申請者の名称

主たる事務所の所在地

法人等の種類

代表者（開設者）の氏名、生年月日、住所及び職名

登記事項証明書・条例等

（当該事業に関するものに限る。）

事業所（施設）の建物の構造、専用区画等

事業所（施設）の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴 （変更後）

運営規程

協力医療機関・協力歯科医療機関

本体施設、本体施設との移動経路等

併設施設の状況等

連携する訪問看護を行う事業所の名称

連携する訪問看護を行う事業所の所在地

介護支援専門員の氏名及びその登録番号

備考

法人番号

変更届出書

所在地 新潟県長岡市大手通１丁目４番地１０

西暦2025年07月18日

長岡市長 殿

1234567890

7000020152021

名称 長岡市（テスト）

代表者職名・氏名 代表取締役 長岡太郎

介護保険事業所番号

指定内容を変更した事業所等

名称
グループホームアオーレ

所在地 940-8501

新潟県長岡市大手通１丁目４番地１０

サービスの種類 認知症対応型共同生活介護

変更年月日 西暦2025年7月20日

変更があった事項（該当に○） 変更の内容

【「付表２－７－変更前」を参照】
管理者　長岡　華子

○

【「付表２－７－変更後」を参照】
管理者　悠久　太郎

事業所の種別

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、病院等

との連携・支援体制

１
２

　「サービスの種類」に該当する付表と必要書類を添付してください。
　「変更があった事項」の「変更の内容」は、変更前と変更後の内容が具体的に分かるように記入してください。

なお、電子申請届出システムを利用する際は、「サービスの種類」に該当する付表に変更前と変更後の内容を入力、付表以
外の添付書類等の変更内容は、「変更の内容」の（変更前）と（変更後）欄に、変更前と変更後の内容が具体的に分かるように
入力してください。

※システムからの「変更届出書」出力方法
申請届出メニュー ＞ 申請届出状況確認 
＞ 届出詳細 ＞ ページ下部「印刷」をクリック

１．各届出の申請について
⚫ 変更前/後事項の記載がない

• 付表入力画面で入力した情報は、「変更届出書」に出力すると下記のとおり表示さ
れます。



１．各届出の申請について
⚫添付書類について（変更届、体制届）

• 長岡市HPに掲載されている、変更届の添付書類一覧や、体制届の添付書類
一覧で必要書類を確認してください。

• 各届出の際は、PDFに変換せず、元の形式で提出をお願いします。

変更届添付書類一覧 体制届 添付書類一覧

掲載場所：https://www.city.nagaoka.niigata.jp/fukushi/cate02/kyotaku-kaigo.html



・市が結果登録（受付完了、差戻し等）を行うと、登録メールアドレスに通知が届きます。

・また、下記の電子申請システムメニュー画面からも受付状況を確認してください。
コメント欄に、市からの連絡事項等が付されている場合もあります。
※受付完了時も必ず確認してください。

・市から差戻しされた場合は、新規申請ではなく再申請をお願いします。

１．各届出の申請について
⚫受付状況の確認について

メニュー画面の「申請届出受付手続」から、
すでに申請・届出した状況の確認が可能。
作業中の届け出再開や差し戻し後の再申請
はこちらから。



掲載場所：https://www.city.nagaoka.niigata.jp/fukushi/cate02/kyotaku-kaigo.html

長岡市HP掲載場所 標準様式１ 勤務表（例）

１．各届出の申請について
⚫届出書類の様式について

指定申請、更新申請、変更届等の標準様式は、長岡市HPに掲載されているものを
使用してください。



・兼務状況を記入
・介護予防支援を兼務している場合は
その旨を記入

・変更届提出時は「予定」
・指定更新申請時は「実績」（申請月の前月分）

１．各届出の申請について
⚫勤務表の書き方誤り：居宅介護支援事業所の場合

・年次休暇を取っている日については、
勤務時間を入力しない



・兼務状況を記入
・居宅介護支援を兼務している
場合もその旨を記入

・変更届提出時は「予定」
・指定更新申請時は「実績」（申請月の前月分）

１．各届出の申請について
⚫勤務表の書き方誤り：介護予防支援事業所（包括以外）の場合

・年次休暇を取っている日については、
勤務時間を入力しない



１．各届出の申請について
⚫ 勤務表の書き方誤り：勤務形態

• 常勤／非常勤、専従／兼務の判別フロー

当該事業所での勤務時間が
「常勤の勤務時間」に達しているか

常勤 非常勤

常勤・専従常勤・兼務 非常勤・専従非常勤・兼務

勤務時間中に当該事業所の他の職務に従事しているか

雇用契約上の常勤か非常勤かではない

はい

いいえ はい はい

いいえ

いいえ

異なり職種によって
は、兼務が認められ
る範囲が異なります
ので、ご確認くださ
い。
ますので、ご確認く
ださい。

職種によっては兼務
が認められる範囲が
異なりますので、勤
務形態の判断に迷う
場合は、指定基準等
をご確認ください。



１．各届出の申請について
⚫体制届出書・・・記載内容誤り、不足等の記載不備

• 下記記入例を参考に必要事項を記載してください。

提出前にご確認ください！

日付は実際に提出する日に
なっているか

法人に関する事項、事業所に
関する事項は正しいか



１．各届出の申請について
⚫体制届出書・・・記載内容誤り、不足等の記載不備（続き）

• 下記記入例を参考に必要事項を記載してください。

提出前にご確認ください！

「指定年月日」は正しいか
「異動年月日」には加算算定
の適用日を記入しているか
「異動項目」を記入しているか
「地域密着型サービス事業所番
号等」に事業所番号を記入し
ているか
変更前/後の事項を記入してい
るか



１．各届出の申請について
⚫ 体制届出書・・・記載内容誤り、不足等の記載不備（続き）

• 下記記入例を参考に記載してください。
• 変更する区分のみ、□を■にしてください。



２．よくある質問について



ケアプランを変更する場合は、一連のケアマネジメントを必要としていますが、場合によっ
ては「軽微な変更」として取り扱うことが可能です。しかし、以下のような誤った解
釈の相談事例が散見されます。

⇒どちらも、利用者は新たに居宅介護支援事業所と契約を取り交わす必要があるため、軽微
な変更に該当しません。利用者の心身の状況や国が発出した通知を確認のうえ、適切にご判
断ください。【根拠法令等：介護保険最新情報Vol.1213、老企第22号】

２．よくある質問について
⚫軽微な変更について

【主な事例】

①ケアマネがＡ事業所（Ｃ法人）からＢ事業所（Ｄ法人）に異動したことに伴い、Ａ事
業所で担当していた利用者をＢ事業所に引継いだ際に「軽微な変更」と判断してよいか。

②居宅介護支援事業所Ｅが、介護予防支援事業所の指定を受けたことにより、これまで
地域包括支援センターの委託を受けていた利用者を、Ｅ事業所が直接契約した際に「軽
微な変更」と判断してよいか。



短期入所生活介護は、在宅生活の継続を目的とする居宅サービスであるため、利用期間は連続30日以
内かつ要介護認定有効期間の半数以内が原則です。ただし、利用者の心身の状況や家族の事情などによ
り必要と認められる場合は、この期間を超える利用や、自費利用を挟んだ継続利用を居宅サービス計画
に位置付けることが可能です。

⇒いずれも例外的な取扱いであるため、モニタリングにより継続利用の必要性を確認し、その内容を記
録に残してください。また、短期入所生活介護事業所には介護に必要な福祉用具を備えることとされて
いるため、原則として福祉用具貸与品の持ち込みはできません。ただし、利用者の身体状況により事業
所の備品で対応できない場合は例外的に持ち込みが可能です。なお、福祉用具貸与品を自宅に置いたま
ま、1か月を通じて一度も自宅に戻らない場合は、福祉用具貸与費を算定できませんのでご注意ください。
【根拠法令等:指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準】

２．よくある質問について
⚫短期入所利用日数の制限について

【主な事例】

・同居家族の疾病や高齢により十分な介護を受けることが困難で、施設入所までの間利用する場合

・利用者の認知症や独居により在宅生活の継続が困難で、施設入所までの間利用する場合

・豪雪等により冬期間の在宅サービス利用が困難で、在宅生活を継続するために一定期間利用する場合



２．よくある質問について

⚫ 指定基準や基本報酬・加算の算定に関する質問は質問票にて介護保険課まで
 お問い合わせください。

掲載場所：
https://www.city.nagaoka.niigata.jp/fukushi/
cate02/kyotaku-kaigo.html

※原則、質問は質問票での受付となります。
 内容によっては回答にお時間いただく場合もあります。

2 2



３．その他



◆特定事業所集中減算届出書は、３月１日～８月末日を前期、９月１日～２月末日
を後期とした、年２回の判定期間の内容で全ての事業所が作成・保管する必要が
あります。

◆正当な理由の有無に関わらず、同一の事業者によって提供されたサービスの割合
が80％を超えた場合、市に届け出てください。

◆令和７年度前期分までは、減算対象となるかどうかに関わらず、届出のあった全
事業所に対し審査結果の通知文を個別に送付していましたが、令和７年度後期分
からは審査の結果、減算を行う必要がある事業者に対してのみ通知文を送付する
こととし、減算対象外の事業所についてはメールにて結果を通知する取扱いとな
りましたので、ご承知おきください。

【特定事業所集中減算について】
https://www.city.nagaoka.niigata.jp/fukushi/cate02/syucyu-gensan.html

３．その他
⚫特定事業所集中減算について



３．その他
⚫指定介護予防支援委託（変更）の届出書について

◆介護予防支援事業所（地域包括支援センターに限る）において、委託先に変更があった場
合は、指定介護予防支援委託（変更）の届出書（様式第二号（七））の提出が必要となり
ます。

◆委託先の居宅介護支援事業所の廃止等、届出内容に変更がある際は提出をお願いします。

【掲載場所】https://www.city.nagaoka.niigata.jp/fukushi/cate02/kyotaku-kaigo.html

電子申請システムのメニュー画面の
「介護予防支援委託の届出」から
提出をお願いします。



４．連絡事項



４．連絡事項

★この動画は９月30日（水）まで視聴が可能です。
★受講報告および研修アンケートへのご回答をお願いします。
受講報告および研修アンケートの回答をもって受講完了となりま
す。回答は事業所ごとではなく、動画を視聴された方お一人ずつ
お願いいたします。

～ご視聴ありがとうございました～

【アンケートはこちらから】
 https://logoform.jp/form/P5EF/1722376
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